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八ッ場ダム本体工事費計上決定への抗議と 

再審査の要請 

 

 １２月２３日、政府・民主党三役会議は八ッ場ダム建設再開のための本体工事費の

予算案計上を決定しました。八ッ場ダムの不要性、不当性を長年訴え続けてきた私た

ちは、この決定に対して心底からの怒りをもって抗議します。 

本体工事費計上は、「民主党としては反対であるが、最終判断は政府にゆだねる」と

した上で政府・民主党三役会議が決定しました。八ツ場ダム本体工事費を来年度予算に

計上することは紛れもなく民主党政権の選択です。 

 

2009 年、国民は民主党政権を選択しました。それはこれまでの政治のあり方を変えるこ

とに国民が賛同したからです。その一つが「コンクリートから人へ」「できるだけダムに依

存しない治水・利水」でした。新規のダムは、その必要性を喪失し、自然環境と地域社会

の破壊という負の遺産を残すだけであるということが国民の知るところとなり、多くの国

民が民主党政権の成立に大きな期待を寄せました。 

民主党政権成立後直ちに「川辺川ダム・八ツ場ダム中止」「すべてのダム事業の見直し」

を前原誠司国土交通大臣が宣言しました。政治主導による河川行政の転換が一歩を踏み出

しました。しかし、その後の歩みは河川官僚と地方自治体首長たちに巻き返され、政策転

換は後退に後退を重ねました。その象徴が「今後の治水対策のあり方に関する有識者会議」

の人選・運営です。ダム懐疑派の専門家は排除され、会議は非公開で行われました。同会

議の「中間とりまとめ」と、それに基づいて国土交通省が各ダム事業者に示した「ダム事

業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」は、検証のシステムも内容もダム事業

者の意向通りに進むようにつくられました。 

八ツ場ダム事業は、関東地方整備局がこの細目に即して、事業推進の結論が先にある形

だけの検証を行い、「八ツ場ダムが最も有利」という検証結果を国交省に報告しました。有

識者会議はその報告を「細目に即して検証されているので問題なし」と評価して、国交大

臣が「八ツ場ダム事業推進」を決定し、政府・民主党三役会議も追認、というのがこれま



での流れです。 

 

このように検証の本来の目的である河川行政の方向転換を反故にして、ダム事業推進の

結論が先にある検証の流れを断ち切らなければなりません。 

私たちは八ッ場ダム本体工事費計上決定の撤回を求めるとともに、現在の有識者会議を

解散し、ダム事業者から報告される検証結果を“「できるだけダムに依存しない治水・利水」

への転換”という視点で正しく審査する「事業検証検討審査会」を設置して、あらためて

八ッ場ダム検証報告の審査を行うことを求めます。 

 

連絡先 水源連事務局長（遠藤保男） 045-620-2284 


